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別紙 

審査結果 
お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和２４年法律第２２４号。以下「法」

という。）の規定に適合したものと認められることから、これを認可すること

が適当である。 

審査基準 
審査

結果
理由 

取りまとめた寄附金から控除さ

れる次の費用が妥当であること。 

ア 寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに当該寄附金のとり

まとめのため日本郵便株式会社

（以下「会社」という。）におい

て特に要した費用 

イ 寄附金の管理並びに配分金の

交付及び配分金の使途の監査の

ため、会社において特に要する費

用（寄附金の額の１００分の１．

５に相当する額を限度） 

（法第７条第２項） 

 

適 会社は、寄附金の額から控除する

費用の額のうち、寄附金付郵便葉書

等の発行及び販売並びに当該寄附

金に係る取りまとめのために特に

要した費用として、寄附金公募の周

知費用（新聞広告掲載料等）等を

計上しているところ、会社より申請

に際して提出された参考資料にお

いて、当該費用の額は適切に積算さ

れていることを確認しており、妥当

なものと認められる。 

また、会社は、寄附金の管理並び

に配分金の交付及び配分金の使途

の監査のために特に要する費用と

して、寄附金の管理等に要する人

件費等を計上しているところ、同様

に、当該費用の額は適切に積算され

ていると認められ、かつ、法第７条

第２項に定める限度額を超えないも

のであることから、当該費用の額に

ついては、妥当なものと認められる。

 
※今回の寄附金の配分に当たって会社が

控除する費用（注：万円未満は四捨五

入） 

ア 寄附金付お年玉付郵便葉書等の発行

及び販売並びに寄附金の取りまとめの

ために特に要した費用 

（ア）使途 

寄附金公募の周知費用（新聞広告掲

載料等）、業務委託費等 

（イ）金額 

２，１１９万円 

イ 寄附金の管理並びに配分金の交付及

び配分金の使途の監査のため特に要す

る費用 

（ア）使途 

寄附金の管理等に要する人件費、業
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審査基準 
審査

結果
理由 

務委託費等 

（イ）金額 

７４０万円 

※法第７条第２項で定める上限

（寄附金額４億９，３４４万円

の１００分の１．５に相当する

額：７４０万円）の範囲を超え

ていない。 

寄附金が、社会福祉の増進を目的

とする事業等の法第５条第２項各

号に掲げる事業を行う団体の当該

事業の実施に必要な費用に充てら

れていること。 

（法第７条第３項） 

適 配分団体の決定については、寄

附金の公募要領によれば、会社に

おいて、申請団体の資格及び法第

５条第２項各号に掲げる事業を行

う団体か否かについての内容審査

を行った上で公募時に公表してい

る審査基準にのっとって、社外有

識者から構成される審査委員会で

審議等を経て付された優先順位に

従って決定している。 

配分団体ごとの配分すべき額の

決定については、寄附金の公募要

領によれば、会社において、申請

額を基本として審査委員会が行う

査定に基づいて決定していること

から、公正であると認められる。

以上により、配分団体及び配分団

体ごとの配分すべき額の決定は妥

当なものと認められる。 

配分に係る寄附金（以下「配分金」

という。）の使途の適正を確保する

ために配分団体が守らなければな

らない事項が定められていること。

（法第７条第４項） 

 

適 配分団体が守らなければならな

い事項としては、配分金の使途制

限、実施計画の変更、配分金の経

理等に関するものを定めており、

配分金の使途の適正を確保するた

めに必要十分なものであることか

ら、妥当なものと認められる。 

配分金の交付、配分金の使途につ

いての監査及び当該監査の結果に

基づく配分金の返還に関し必要な

事項が定められていること。 

（法第７条第４項） 

適 監査に関する事項としては、監

査に応ずる義務、監査の実施時期

及び監査の実施方法を定めてお

り、配分金の使途の適正を確保す

るために必要十分なものであるこ

とから、妥当なものと認められる。
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第１ 寄附金付郵便葉書等に付加された寄附金の配分について 

１ 配分対象事業等 

  日本郵便株式会社は、寄附金付郵便葉書等に付加された寄附金

について、お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和２４年法律第

２２４号。以下「お年玉法」という。）第５条第２項により以下の

事業を行う団体に対して寄附金を配分することが可能となってお

り、日本郵便株式会社は以下の１０の事業について公募を行い、

配分団体毎に配分すべき額を決定することとしている。 
①社会福祉の増進 

②風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防

③がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防

④原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助 

⑤交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通

事故の発生若しくは水難の防止 

⑥文化財の保護 

⑦青少年の健全な育成のための社会教育 

⑧健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興 

⑨開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護 

⑩地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがって広範かつ大規模

に生ずる環境の変化に係る環境の保全をいう。） 

 また、お年玉法第７条第４項により、日本郵便株式会社は、配

分すべき額を決定するに当たっては、配分団体が守らなければな

らない事項及び配分金の使途についての監査に関する事項を定

めることとしている。 
 
２ 総務大臣の認可 

  お年玉法第７条第５項に基づき、日本郵便株式会社がとりまと

めた寄附金を配分団体毎の配分すべき額等を決定するに当たって

は、総務大臣の認可を要することとなっており、平成２８年用寄

附金付年賀葉書等に付加された寄附金について、今回、認可申請

を受けたところ。 
 
３ 審議会への諮問 

お年玉法第１１条に基づき、総務大臣は認可を行うにあたり、

情報通信行政・郵政行政審議会に諮問することとなっており、今

回諮問を行っているもの。 
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第２ 日本郵便株式会社の寄附金配分団体の公募 

１ 寄附金配分までの流れ 

 

２ 公募の概要 

  日本郵便株式会社では、平成２７年８月に寄附金配分団体の公

募を開始。 

（１）配分対象事業 

   平成２９年３月末日までに完了するもので、第１の１①～⑩

のとおり。 

（２）助成分野 

  ア 活動・一般プログラム 

  イ 活動・チャレンジプログラム 

  ウ 施設改修 

  エ 機器購入 

  オ 車両購入 

  カ 東日本大震災の被災者救助・予防（復興）【特別枠】 
（申請可能団体） 

ア～オ：社会福祉法人、更生保護法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、

公益財団法人及び特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人） 

カ：営利を目的としない法人（上記団体に加え、生協法人、学校法人等） 
（３）連続年配分の制限 

２年連続して同一団体（法人）は助成不可。 
（前回、上記のイ又はカの分野で事業実施の場合並びに今回、カの分野で事業実施の場

合を除く。） 

日本郵便（株）で寄附金配分団体の公募実施(27.8.31)・申請書受付(9.14)

申請書受付締切(27.11.13)

日本郵便(株)から配分団体に配分額等を通知 

日本郵便（株）から認可申請書提出(28.2.16) 

申請団体の資格に関する審査

対象事業の範囲・条件に関する審査 

社外有識者による審査委員会の審査等 

情報通信行政・郵政行政審議会へ諮問(28.3.28) 

総務大臣認可 

日
本
郵
便
で

審
査 

情報通信行政・郵政行政審議会からの答申
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第３ 日本郵便株式会社からの申請 

１ 概要 

  平成２８年の寄附金付年賀葉書・年賀切手で寄せられた寄附金

の配分について、次の（１）～（３）の申請があったもの。 

 （１）配分金・配分団体の決定（お年玉法第７条第４項） 

   ア 配分金 

   （ア）寄せられた寄附金額 
 販売枚数 寄附金額 

寄附金付年賀葉書 

(５２円＋寄附金５円)
９，２０５万枚 ４億６，０２７万円

寄附金付年賀切手 

(５２円＋寄附金３円)
１，００７万枚 ３，０２１万円

寄附金付年賀切手 

(８２円＋寄附金３円)
９９万枚 ２９６万円

合計 １億０，３１１万枚 ４億９，３４４万円

   （イ）配分原資と配分金 
寄附金額① ４億９，３４４万円

前年からの繰越金② ２，５８６万円

配分費用③ ２，８５９万円

配分原資④（①＋②－③） ４億９，０７０万円

配分金⑤ ４億８，７９５万円

繰越金（④－⑤） ２７５万円

（万枚・万円未満は四捨五入） 

イ 日本郵便株式会社が寄附金を配分しようとする団体数 

     ２４３団体 

 

（２）配分団体が守らなければならない事項（お年玉法第７条第４項） 

配分金の目的外利用禁止や他の資金と区別して経理するこ

と等を定めている。 

 

（３）配分金の使途についての監査に関する事項（お年玉法第７条第４項） 

配分団体の監査応諾義務や監査の実施方法等を定めている。 
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２ 日本郵便株式会社における寄附金配分の考え方 

（１）審査方法 

ア 適格性審査 

①申請可能な法人格を有していること 

②２年連続して配分を受けるものでないこと（前回、東日本

大震災の被災者救助・予防(復興)又は活動・チャレンジプ

ログラムによる事業実施の場合並びに今回、東日本大震災

の被災者救助・予防(復興)による事業実施の場合は除く。） 

③必要な添付書類が付されていること 

等について審査を実施。 

 

イ 配分審査 

申請１件当たり２名の審査委員により審査･評価し、審査委

員会に報告・審議。申請事業の内容評価のほか、より多くの団

体に配分が可能になるよう、定量的条件を加味して優先順位を

つける。 

 

  【申請事業に期待する項目】 

○先駆性の高い事業であること 

○社会的ニーズとその波及効果の高い事業であること 

○事業計画の明確性・実現性が高い事業であること 

○事業実施の緊急性の高い事業であること 

 

  【定量的条件】 

   ○寄附金申請額が少額 

○一定の自己負担がある。自己負担額割合が高い 

○団体の前年度決算における次期繰越剰余金がより少額 
 

 

（２）団体からの申請と採択状況 

日本郵便宛の 

団体からの申請 

日本郵便の配分

(案) 
採択率 

件数 金額(万円) 件数 金額(万円) 件数 金額 

965 262,971 243 48,795 25.2％ 18.6％

(1009) (275,435) (284) (56,191) (28.1％) (20.4％)
（括弧内は前年） 
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第４ 審査結果 

お年玉法の規定に適合したものと認められることから、認可する

ことが適当である。 

審査基準 
審査

結果
理由 

取りまとめた寄附金から控除さ

れる次の費用が妥当であること。 

ア 寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに当該寄附金のとり

まとめのため日本郵便株式会社

（以下「会社」という。）におい

て特に要した費用 

イ 寄附金の管理並びに配分金の

交付及び配分金の使途の監査の

ため、会社において特に要する費

用（寄附金の額の１００分の１．

５に相当する額を限度） 

（法第７条第２項） 

 

適 会社は、寄附金の額から控除する

費用の額のうち、寄附金付郵便葉書

等の発行及び販売並びに当該寄附

金に係る取りまとめのために特に

要した費用として、寄附金公募の周

知費用（新聞広告掲載料等）等を

計上しているところ、会社より申請

に際して提出された参考資料にお

いて、当該費用の額は適切に積算さ

れていることを確認しており、妥当

なものと認められる。 

また、会社は、寄附金の管理並び

に配分金の交付及び配分金の使途

の監査のために特に要する費用と

して、寄附金の管理等に要する人

件費等を計上しているところ、同様

に、当該費用の額は適切に積算され

ていると認められ、かつ、法第７条

第２項に定める限度額を超えないも

のであることから、当該費用の額に

ついては、妥当なものと認められる。

 
※今回の寄附金の配分に当たって会社が

控除する費用（注：万円未満は四捨五

入） 

ア 寄附金付お年玉付郵便葉書等の発行

及び販売並びに寄附金の取りまとめの

ために特に要した費用 

（ア）使途 

寄附金公募の周知費用（新聞広告掲

載料等）、業務委託費等 

（イ）金額 

２，１１９万円 

イ 寄附金の管理並びに配分金の交付及

び配分金の使途の監査のため特に要す

る費用 

（ア）使途 

寄附金の管理等に要する人件費、業

務委託費等 

（イ）金額 
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審査基準 
審査

結果
理由 

７４０万円 

※法第７条第２項で定める上限

（寄附金額４億９，３４４万円

の１００分の１．５に相当する

額：７４０万円）の範囲を超え

ていない。 

寄附金が、社会福祉の増進を目的

とする事業等の法第５条第２項各

号に掲げる事業を行う団体の当該

事業の実施に必要な費用に充てら

れていること。 

（法第７条第３項） 

適 配分団体の決定については、寄

附金の公募要領によれば、会社に

おいて、申請団体の資格及び法第

５条第２項各号に掲げる事業を行

う団体か否かについての内容審査

を行った上で公募時に公表してい

る審査基準にのっとって、社外有

識者から構成される審査委員会で

審議等を経て付された優先順位に

従って決定している。 

配分団体ごとの配分すべき額の

決定については、寄附金の公募要

領によれば、会社において、申請

額を基本として審査委員会が行う

査定に基づいて決定していること

から、公正であると認められる。

以上により、配分団体及び配分団

体ごとの配分すべき額の決定は妥

当なものと認められる。 

配分に係る寄附金（以下「配分金」

という。）の使途の適正を確保する

ために配分団体が守らなければな

らない事項が定められていること。

（法第７条第４項） 

 

適 配分団体が守らなければならな

い事項としては、配分金の使途制

限、実施計画の変更、配分金の経

理等に関するものを定めており、

配分金の使途の適正を確保するた

めに必要十分なものであることか

ら、妥当なものと認められる。 

配分金の交付、配分金の使途につ

いての監査及び当該監査の結果に

基づく配分金の返還に関し必要な

事項が定められていること。 

（法第７条第４項） 

適 監査に関する事項としては、監

査に応ずる義務、監査の実施時期

及び監査の実施方法を定めてお

り、配分金の使途の適正を確保す

るために必要十分なものであるこ

とから、妥当なものと認められる。
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１ 日本郵便（株）の寄附金の事業別配分推移 

(金額：万円) 

事業＼項目 
平成２４年用 平成２５年用 平成２６年用 平成２７年用 平成２８年用（案） 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１号事業（社会福祉増進） 226 43,132 180 34,951 215 39,618 202 40,132 155 30,137 

２号事業（非常災害救助・予防） 39 14,991 30 10,735 26 10,136 31 8,612 30 9,617 

（再掲）東日本大震災 33 13,087 29 10,686 24 9,659 27 7,821 27 9,277 

３号事業（特殊疾病治療・予防） 4 1,300 3 550 0 0 2 336 1 320 

４号事業（原爆治療・援助） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

５号事業（交通事故・水難） 1 320 0 0 1 50 1 28 2 428 

６号事業（文化財保護） 3 1,020 3 589 3 750 2 473 1 52 

７号事業（青少年健全育成） 35 5,867 39 6,111 39 5,640 36 4,812 40 5,667 

８号事業（健康保持増進） 1 255 1 11 1 50 3 300 3 132 

９号事業（海外留学生援護） 0 0 2 840 0 0 2 270 1 428 

10 号事業（地球環境保全） 22 7,809 17 6,225 12 4,158 5 1,229 10 2,015 

計 331 74,694 275 60,011 297 60,402 284 56,191 243 48,795 

 
  

７
 



 

 

２ 最近５年間の寄附金の配分原資・日本郵便（株）への申請・配分状況 
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３ 平成２８年用寄附金付の年賀葉書と年賀切手 

 

 

【寄附金付年賀切手（５２円＋寄附金３円）】 

■意匠：大津絵十二支土鈴（おおつえじゅうにしどれい） 
「申（さる）」 

■印面寸法（縦×横）：48.0mm×22.5mm 

【寄附金付年賀切手（８２円＋寄附金３円】 

■意匠：土佐和紙漆喰張り子（とさわししっくいはりこ） 
「こだき申（さる）」 

■印面寸法（縦×横）：48.0mm×22.5mm 

【全国版：寄附金付年賀葉書（５２円＋寄附金５円）】

■意匠：「さると梅」 
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４ 関係法令条文 

 

○お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和２４年法律第２２４号） 

 

第二条 会社は、前条の規定により発行するお年玉付郵便葉書等につき、その

発行前に、次に掲げる事項を公表しなければならない。  
一 発行の数  
二 販売期間  
三 くじ引の期日  
四 前条第一項の金品の金額又は種類及び当せんの数 
五 前条第一項の金品の支払又は交付の期日及び手続 

 
（寄附金付郵便葉書等の発行）  

第五条 会社は、寄附金を郵便に関する料金に加算した額の郵便葉書又は郵便

切手（お年玉付郵便葉書等を含む。以下「寄附金付郵便葉書等」と総称する。）

を発行することができる。  
２ 前項の寄附金は、次の各号に掲げる事業を行う団体の当該事業の実施に必

要な費用に充てることを寄附目的とするものでなければならない。 
一 社会福祉の増進を目的とする事業  
二 風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防を

行う事業  
三 がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防を

行う事業 
四 原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助を行う事業 
五 交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通事

故の発生若しくは水難の防止を行う事業  
六 文化財の保護を行う事業 
七 青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業 
八 健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興のための事業  
九 開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護を行う事業   
十 地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがつて広範かつ大規模に

生ずる環境の変化に係る環境の保全をいう。）を図るために行う事業 
 
３ 会社は、第一項の規定により発行する寄附金付郵便葉書等につき、その発

行前に、次に掲げる事項を公表しなければならない。ただし、当該寄附金付

郵便葉書等が、寄附金付きのお年玉付郵便葉書等である場合には、当該お年

玉付郵便葉書等に係る第二条の規定による公表の際、同条各号に掲げる事項

のほか、第一号及び第四号に掲げる事項を公表すれば足りる。  
一 寄附目的  
二 発行の数  
三 販売期間  
四 付加される寄附金の額  
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４ 寄附金付郵便葉書等には、寄附金の額を明確に表示しなければならない。 
 
（寄附の委託）  

第六条 会社（寄附金付郵便葉書等の販売に関する業務の委託を受けた者を含

む。）から寄附金付郵便葉書等を購入した者は、その購入によつて、寄附金

付郵便葉書等に表示されている額の寄附金を、当該寄附金付郵便葉書等につ

き前条第三項の規定により公表された寄附目的をもつて寄附することを会社

に委託したものとする。 
 

（寄附金の処理等）  

第七条 会社は、前条の規定により委託された寄附金を遅滞なく取りまとめる

ものとする。  

２ 会社は、前項の規定により取りまとめた寄附金（次条及び第九条を除き、

以下単に「寄附金」という。）の額から、当該寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに同項の規定による取りまとめのため会社において特に要した費

用の額並びに寄附金の額の百分の一・五に相当する額を限度として、寄附金

の管理並びに配分金の交付及び配分金の使途の監査のため会社において特に

要する費用の額を控除するものとする。 

３ 会社は、前項の規定により費用の額を控除した後の寄附金について、第五

条第三項の規定により公表した同項第一号の寄附目的に係る団体で当該寄附

金を配分すべきもの（以下「配分団体」という。）及び当該団体ごとの配分

すべき額を決定するものとする。 

４ 会社は、前項の規定による決定をするに当たつては、当該配分に係る寄附

金（以下「配分金」という。）の使途の適正を確保するために当該配分団体

が守らなければならない事項並びに配分金の交付、配分金の使途についての

監査及び当該監査の結果に基づく配分金の返還に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

５ 会社は、第三項の規定による決定をし、又は前項に規定する当該配分団体

が守らなければならない事項若しくは配分金の使途についての監査に関する

事項を定めるには、総務大臣の認可を受けなければならない。 

６ 会社は、第三項の規定による決定をしたときは、遅滞なく、その内容を公

表するとともに、当該配分団体に係るその内容及び第四項に規定する事項を

当該配分団体に通知しなければならない。 

 

第八条 配分金の辞退等により、交付し、又は交付すべきであつた配分金の全

部又は一部が返還され、又は交付できなくなつたときは、当該返還され、又

は交付できなくなつた配分金は、その返還され、又は交付できなくなつた日

以後最初に第五条第一項の規定により発行される寄附金付きの郵便葉書（第

一条第一項の規定によりお年玉付きとして発行されるものに限る。）にその

額が表示されている寄附金とみなす。  
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（寄附金の経理等）  

第九条 会社は、寄附金を配分団体に交付するまでの間、これを運用した場合

において、利子その他の収入金が生じたときは、その収入金を寄附金に充て

るものとする。  

２ 前条の規定は、前項の利子その他の収入金について準用する。 

 

第十条 会社は、毎年、前年の十月一日からその年の九月三十日までの間にお

ける寄附金に関する経理状況を公表するものとする。 

 

（協議等）  

第十一条 総務大臣は、第七条第五項の認可をしようとするときは、当該寄附

金付郵便葉書等の寄附目的に係る事業を所管する大臣に協議し、かつ、審議

会等（国家行政組織法 （昭和二十三年法律第百二十号）第八条 に規定する

機関をいう。）で政令で定めるものに諮問しなければならない。 
 

（政令への委任）  

第十二条 この法律に定めるもののほか、寄附金の処理に関し必要な事項は、

政令で定める。 
 
（罰則） 

第十三条 第七条第五項の規定により総務大臣の認可を受けなければならない

場合において、その認可を受けなかつたときは、その違反行為をした会社の

取締役又は執行役は、百万円以下の過料に処する。 
 
 
○お年玉付郵便葉書等に関する法律施行令（昭和３３年政令第２７９号） 

 

（寄附金の配分を受けようとする団体の公募） 

第一条 日本郵便株式会社（以下「会社」という。）は、お年玉付郵便葉書等

に関する法律 （以下「法」という。）第七条第三項 の規定による決定をし

ようとするときは、総務省令で定めるところにより、当該寄附金の配分を受

けようとする団体を公募しなければならない。 
 
（審議会等で政令で定めるもの）  

第四条 法第十一条の審議会等で政令で定めるものは、情報通信行政・郵政行

政審議会とする。 
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報道関係者各位 

2 0 1 5年 8月 3 1日  

日本郵便株式会社  

 

 

 

 

日本郵便株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長 髙橋 亨）は、2016（平成28）年度年

賀寄附金配分団体の公募を2015（平成27）年9月14日（月）から開始します。 

 寄附金付年賀葉書による年賀寄附金助成は、1949（昭和24）年に始まり、今年で67年目を迎

え、この歴史を重ねる中で、日本固有の寄附文化に発展してきました。寄附金付年賀葉書は、

戦後の社会経済の復興という時代背景の下で、国民の福祉の増進を図ることを目的として発行

され、1949（昭和24）年にはお年玉付郵便葉書等に関する法律が制定されました。1991（平成3）

年には寄附金付年賀切手も発行され、これまでに寄せられた寄附金による配分額の総額は約493

億円に上ります。これまでに多くの寄附をお寄せいただいた皆さまの、心優しい温かいお力添

えに心から感謝申し上げます。 

 お預かりしました寄附金は、総務大臣の認可を経て、法律で定められた10の事業を行う全国

各地の多くの団体に配分され、地域及び社会の発展、環境保全に大きく貢献し、果たしてきた

役割は非常に大きいと考えます。 

 また、2016（平成28）年度年賀寄附金の配分においても、2015（平成27）年度に引き続き、

東日本大震災による被災者の救助又はその予防（復興）を支援するために、特別枠として「東

日本大震災の被災者救助・予防（復興）」を設定しています。  

 皆さまからのより多くの申請をお待ちしています。 

 

1 配分助成事業  

（1）配分対象団体 

  次のアに掲げる法人であって、イの事業を行う団体が対象となります。 

ア 一般枠：社会福祉法人、更生保護法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、

公益財団法人、特定非営利活動法人（NPO法人） 

 特別枠：営利を目的としない法人 

イ 「お年玉付郵便葉書等に関する法律」（昭和24年法律第224号）に定められた10の事業 

（ア）社会福祉の増進を目的とする事業  

（イ）風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防を行う事業  

（ウ）がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防を行う事業  

（エ）原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助を行う事業   

（オ）交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通事故の発生若 

しくは水難の防止を行う事業  

（カ）文化財の保護を行う事業  

（キ）青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業  

（ク）健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興のための事業  

（ケ）開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護を行う事業  

（コ）地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがつて広範かつ大規模に生ずる環境 

の変化に係る環境の保全をいう。）を図るために行う事業  

2016（平成28）年度年賀寄附金配分団体の公募 

５ 寄附金の公募要領（日本郵便株式会社報道発表資料） 
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※ 特別枠の「東日本大震災の被災者救助・予防（復興）」については、上記（イ）の事

業のうち、特に「東日本大震災による被災者の救助又はその予防（復興）を目的とする

事業」を対象とします。 

（2）配分事業分野 

  配分事業は次の6つの分野とします。 

ア 一般枠 

（ア）活動・一般プログラム 

（イ）活動・チャレンジプログラム 

（ウ）施設改修 

（エ）機器購入 

（オ）車両購入 

イ 特別枠 

  東日本大震災の被災者救助・予防（復興） 

（3）申請金額（上限） 

  申請金額の上限は、1件当たり500万円とし、活動・チャレンジプログラムについてのみ 

50万円とします。 

 

2 配分申請の受付期間  

  2015（平成27）年9月14日（月）～同年11月13日（金）（当日消印有効） 

 

3 配分申請要領・配分申請書  

  配分申請要領は、本日より、日本郵便株式会社Webサイト（http://www.post.japanpost.jp

/notification/pressrelease/index.html）に掲載します。 

  また、配分申請書は、年賀寄附金ホームページ（ http://www.post.japanpost.jp/kifu/ ）

に掲載します（申請書は、配分事業分野ごとに6種類ありますので、いずれか1つを選択して

ください。）。 

 

4 配分申請書類の送付先  

  100-8798 東京都千代田区霞が関1丁目3番2号 

  日本郵便株式会社 総務部 環境・社会貢献室 年賀寄附金事務局 
 

 

（参考） 

  別添 :「2013（平成25）年度年賀寄附金配分事業の事例紹介」  

 

                                        以 上 

 

 

 

【報道関係の方のお問い合わせ先】 

日本郵便株式会社 経営企画部 広報室 報道担当 

  電話：（直 通）03-3504-9798 

【お客さまのお問い合わせ先】 

日本郵便株式会社 総務部 環境・社会貢献室 

  電話：（直 通）03-3504-4401 
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2016(平成 28)年度年賀寄附金 配分申請要領 

― 社会貢献事業への配分金申請の公募 ― 

 

 

社会貢献事業に対する 2016(平成 28)年度年賀寄附金の配分団体を 

次のとおり公募いたします。 

 

 

申請受付期間：2015(平成 27)年 9 月 14 日（月）～同年 11 月 13 日（金） 

（※締切日が昨年度と異なりますので、ご注意ください。） 

 

 

 １．年賀寄附金について  
 

 年賀寄附金配分事業は、「お年玉付郵便葉書等に関する法律」（1949（昭和 24）年法

律第 224 号）に基づいて、日本郵便株式会社がこれを行っており、「寄附金付お年玉付郵

便葉書」（以下｢寄附金付年賀葉書｣という。）及び「寄附金付お年玉付郵便切手」（以下

｢寄附金付年賀切手｣という。）の寄附金を、法律に定められている 10 の事業のいずれか

の事業を行う団体に配分します。 

 寄附金付年賀葉書は、国民の福祉の増進を図ることを目的として、1949（昭和 24）年

12 月から、寄附金付年賀切手は、1991（平成 3）年から発行しています。 

 

 ２．申請可能事業  
 

 申請可能事業は、お年玉付郵便葉書等に関する法律に規定された 10 の事業のいずれか

に該当し、かつ、申請法人の定款又は寄附行為に基づいて行う事業とします。 

 また、日本国内で実施される事業を対象とし、海外で実施される事業は除きます。 

 なお、海外活動を行う団体が国内で行う啓発事業等は、国内で行われる事業として対象

とします。 

表１ お年玉付郵便葉書等に関する法律第５条第２項に規定された 10 の事業 
 

①社会福祉の増進を目的とする事業 

②風水害、震災等非常災害による被災者の救助又は

これらの災害の予防を行う事業 

③がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的

研究、治療又は予防を行う事業  

④原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助を行

う事業  

⑤交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応

急的な救助又は交通事故の発生若しくは水難の防

止を行う事業 

⑥文化財の保護を行う事業  

⑦青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業 

⑧健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興

のための事業  

⑨開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修

生の援護を行う事業  

⑩地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたが

つて広範かつ大規模に生ずる環境の変化に係る環

境の保全をいう。）を図るために行う事業 
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 ３．年賀寄附金配分事業の分野  
 

 年賀寄附金配分事業は、下表の助成分野に分けて行います。 

表２ 助成分野及び申請可能額 

助成分野 申請可能額 

一般枠 

活動・一般プログラム 
～500 万円まで公益活動を行う団体の福祉・人材育成・普及啓発・

イベント又は新規事業を支援 

活動・チャレンジプログラム（*1） 

～50 万円まで 公益活動を行う団体の福祉・人材育成・普及啓発・

イベント又は新規事業を支援 

施 設 改 修 

～500 万円まで

公益活動を行う団体の事業をより効率的・効果的に

実施するために必要な施設の改修等を支援 

機 器 購 入 

公益活動を行う団体の事業をより効率的・効果的に

実施するために必要な車両以外の機器の購入を支援 

車 両 購 入 

公益活動を行う団体の事業をより効率的・効果的に

実施するために車両の購入を支援 

特別枠 
東日本大震災の被災者救助・予防（復興）（*2） 
（活動・施設・機器・車両の区分はありません） 

～500 万円まで

 

(*1)活動・チャレンジプログラムは、新規事業の企画、調査、試行を経て継続事業運営に入っていくステップ

を支援することにより、社会に先駆的事業が育ち、配分の裾野が広がることを企図しています。そのため、

毎年度の申請と審査を条件として 4 年間継続して配分を受けることが可能となっています。4 年間継続せ

ずに単年度で完了することや、また、途中の年度から「活動･一般プログラム」としてより大きな事業を

申請することも可能です（詳細は６(2)「連続年配分の制限」を参照してください。）。 

(*2)特別枠の東日本大震災の被災者救助・予防（復興）配分については、表１の②の事業のうち、特に東日本

大震災による被災者の救助又はその予防（復興）を目的とする事業を対象とします。 

(*3)カーボンオフセット活動を含む事業については、一般枠の活動・一般プログラムで申請してください。そ

の場合、表１の 10 の事業のうち⑩の事業となります。 

 

 ４．申請可能団体   
 

 申請可能団体は、下表に掲げる法人（*4）であって、申請時直近の決算時において法人登

記後 1 年以上が経過し、かつ、過去 1 年間を期間とする年度決算書が確定している法人と

します。また、法令に定める事業報告書等の作成及び提出等、法令上法人として求められ

る義務を順守している必要があります。 

(*4)一般社団法人及び一般財団法人は、2014(平成 26)年度から、一般枠においても申請可能団体となってお

ります。 
 

表３ 申請可能団体 

助成分野 申請可能団体 

一般枠 社会福祉法人、更生保護法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社

団法人、公益財団法人及び特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人） 

特別枠 営利を目的としない法人（具体的には、一般枠申請可能団体に加え、

生協法人、学校法人等） 
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 ５．対象となる経費   
 

 対象となる経費は、助成分野ごとに下表のとおりです。 

表４ 対象となる経費 

助成分野 対 象 経 費 

一般枠  

 活動・一般 

活動・チャレ

ンジ 

①活動経費は別冊「2016(平成 28)年度 年賀寄附金配分事業 活動分野配

分対象経費基準」（以下「経費基準」といいます。）の範囲内としま

す。 

②経費基準に記載された配分対象外経費は、事業総額、申請額、自己資金

額のいずれにも計上しないでください。 

施設改修 ①建物と外構が配分対象です。建物については、壁、窓、床、天井、屋根

等の修復、間取りの変更工事、水周り工事及び耐震工事が配分対象で

す。また、外構工事は門、塀、柵、植栽、物置等の設置若しくは修復工

事又は工事の伴う水泳プール、ビオトープ、園庭に固定する大型遊具、

ツリーハウス等に関わる工事が配分対象です。 

※建物、土地と一体とみなされるものの設備の設置は「施設改修」となり

ます。単体で取り外しや移動が容易にできるものの設備（照明器具、固

定しない遊具等）については、その設置工事を含めて「機器購入」で申

請してください。 

②自ら所有する施設又は公的施設を配分対象とします。借用施設の改修に

ついては、原則として、貸主と団体との間で、有償、無償を問わず、5

年以上の長期貸与契約がなされており、かつ、2016 年 4 月 1 日時点にお

いて残存契約期間が 3 年以上であるものを対象とします。なお、文化財

の補修等の場合は、その限りではありません。 

機器購入 ①機器本体費用及び設置工事費用が配分対象です。 

②配備後、自ら所有するものとし、リース及びレンタルによる配備や中古

品の購入は配分対象外です。 

車両購入 ①購入する車両は 1 台のみとし、車両本体価格及びその消費税を配分対象

とします。付属品及びオプション品の購入費用並びに税金及び登録諸費

用は配分対象外です。見積書及び事業完了時の領収書は、車両本体価格

及びその消費税とそれら以外が分かるものを提出していただきます。 

②配備後、自ら所有するものとし、リース及びレンタルによる配備や中古

品の購入は配分対象外です。 

特別枠  

 東日本大震災

の 被 災 者 救

助・予防（復

興） 

①活動・施設・機器・車両の区分はありませんが、活動については、別冊

の経費基準の範囲内としてください。 

②また、施設改修、機器購入、車両購入を含めて申請することができま

す。その場合、上記「施設改修」、「機器購入」、「車両購入」の対象

経費を準用してください。 

 

 ６．その他の条件  
 

(1) 事業の期間 

 年賀寄附金を配分することが決定した日以降に実施し、2017(平成 29)年 3 月末日ま

でに完了するものを対象とします。 
 

(2) 連続年配分の制限 

 広く多くの団体に年賀寄附金を活用していただきたいとの観点から、活動・チャレン

ジプログラム及び東日本大震災の被災者救助・予防（復興）を除いて 2 年連続して同一

団体（法人）が配分を受けることはできません。前回配分を受けた分野により今回申請

可能な分野が異なりますので、次表を確認してください。 
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表５ 前回配分を受けた団体の今回申請可能な分野 
 

前回（2015(平成 27)年度） 

配分を受けた分野 

今回（2016(平成 28)年度） 

申請可能な分野 
一般枠 活動・一般ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、施設

改修、機器購入、車両購入

特別枠（東日本大震災の被災者救助・予防（復興）） 

活動・ﾁｬﾚﾝｼﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

（4 年目） 

特別枠（東日本大震災の被災者救助・予防（復興）） 

活動・ﾁｬﾚﾝｼﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

（1 年目から 3 年目まで） 

活動・ﾁｬﾚﾝｼﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの継続申請の他、他の一般枠（活動・一

般ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、施設改修、機器購入、車両購入）及び特別枠（東

日本大震災の被災者救助・予防（復興）） 

特別枠 東日本大震災の被災者救

助・予防（復興） 

一般枠全て（活動・一般ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、活動・ﾁｬﾚﾝｼﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、施設

改修、機器購入、車両購入）及び特別枠（東日本大震災の被災

者救助・予防（復興）） 
 

 

(3) 反社会的勢力の排除 

ア 申請団体は、自己若しくは自己の役員等（役員、実質的に経営権を有する者、代理

人、使用人その他の職員をいう。以下同じ。）又は自己の委託先（委託が数次にわた

るときは、その全てを含む。下記イ及びウにおいて同じ。）若しくはその役員等が次

の各項目のいずれにも該当しないことを 2016(平成 28)年度 年賀寄附金配分申請書

の該当箇所にて表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約していただきま

す。 

(ｱ) 暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから 5 年を経過しない者、暴力団

準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団

等、その他これらに準ずる者（以下「暴力団等」という。）であること。 

(ｲ) 暴力団等が経営を支配していると認められる関係を有すること。 

(ｳ) 暴力団等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 

(ｴ) 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

ってするなど、不当に暴力団等を利用していると認められる関係を有すること。 

(ｵ) 暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると

認められる関係を有すること。 

(ｶ) 暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有すること。 

【前記(ｱ)における用語の定義】 

① 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団

的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体を

いう。 

② 暴力団員 暴力団の構成員をいう。 

③ 暴力団準構成員 暴力団又は暴力団員の一定の統制の下にあって、暴力団の

威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがある者又は暴力団若しくは暴力

団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力す

る者のうち暴力団員以外のものをいう。 

④ 暴力団関係企業 暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団

準構成員若しくは元暴力団員が実質的に経営する企業であって暴力団に資金提

供を行うなど暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し、若しくは関与する

もの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し暴力団の維持若しくは

運営に協力している企業をいう。 

⑤ 総会屋等 総会屋、会社ゴロ等企業等を対象に不正な利益を求めて暴力的不

法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。 
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⑥ 社会運動等標ぼうゴロ 社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうし

て、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安

全に脅威を与える者をいう。 

⑦ 特殊知能暴力集団等 前記①から⑥までに掲げる者以外のものであって、暴

力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的なつながりを有

し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。 
イ 申請団体は、自己若しくは自己の役員等又は自己の委託先若しくはその役員等が、

自ら又は第三者を利用して、次の各項目の一にでも該当する行為を行わないことを配

分申請書の該当箇所にて確約していただきます。 

(ｱ) 暴力的な要求行為 

(ｲ) 法的な責任を超えた要求行為 

(ｳ) 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

(ｴ) 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて日本郵便株式会社の信用を毀損し、

又は日本郵便株式会社の業務を妨害する行為 

(ｵ) その他前各項目に準ずる行為 

ウ 日本郵便株式会社は、申請団体若しくは申請団体の役員又は申請団体の委託先若し

くはその役員等が、前記アの各項目のいずれかに該当し、若しくは前記イの各項目の

いずれかに該当する行為をし、又は前記アによる表明及び確約に関して虚偽の申告を

したことが判明した場合は、採択を取り消すこと又は配分金の返還を求めることがあ

りますので、あらかじめご了承願います。 
 

(4) その他 

 ア 年賀寄附金配分事業に他の助成団体等の補助金・助成金を加えて実施することはで

きません。年賀寄附金配分へ申請した事業と同一の事業を他の助成団体へ並行して申

請することはかまいませんが、他の補助金・助成金の助成が決定した場合には、どち

らかを選択していただくこととなりますので、必ず速やかに事務局へご連絡をお願い

いたします。 

イ 申請事業は団体が自ら実施するものである必要があり、配分金を他へ再助成する事

業は配分対象外です。団体の責任において申請事業の一部を外部に委託することは可

能です。 

ウ 自己負担金は、団体自らが確実に準備できる額としてください。申請時の自己負担

金が準備できない等の場合、辞退していただくこともあります。 

エ 申請は１団体（１法人）につき１件のみとします（１施設につき１申請ではありま

せん。）。 

オ 整備する浴槽、配備する車両等が施設の入居者・利用者へのサービス提供に直接利

用されるなど、年賀寄附金配分対象となっている 10 の事業（表１参照）の実施に直

接つながる内容としてください。 

カ その他、ご不明の点については「14.お問合せ」を参照していただき、お問合せく

ださい。 
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 ７．申請方法   
 

(1) 2016(平成 28)年度 年賀寄附金配分申請書（以下「配分申請書」という。）につい

て 

 配分申請書の各種様式は年賀寄附金ホームページ等からダウンロードできます。 

・年賀寄附金ホームページ（http://www.post.japanpost.jp/kifu/） 

・郵便ＣＳＲブログ（http://blog.post.japanpost.jp/csr/） 

  次の６種類の配分申請書がありますので、いずれか１つを選択してください。 

 

 
 

              一般枠                特別枠 
 

(2) 配分申請書の記載上の注意点 

ア 配分申請書の記載・印字に際しては黒インク（印刷、ボールペン又は万年筆）を使

用してください。鉛筆や消せるボールペン（インク）は使用しないでください。 

イ 配分申請書は、審査資料としてそのまま複写しますので、のり付けやホチキス留め

はしないでください。配分申請書用紙に切り貼りをした場合は複写したものを提出し

てください。印刷又は複写は片面刷りとし、両面刷りにしないでください。 

ウ 配分申請書は所定の様式を使用してください。配分申請書の様式を変更したり、ペ

ージ数を増やしたりすることはしないでください。 

エ 審査は配分申請書により行いますので、配分申請要領、配分申請書の注意書きに従

い、的確かつ簡潔に記載してください。添付資料がある場合は「添付資料参照」とは

せずに必要な事柄は必ず配分申請書に記載してください。 
 

(3) 申請時に提出する書類（各項目の【必須】は必ず提出していただく書類です。） 

ア 配分申請書【必須】 

イ 配分申請する事業を所管する大臣又は都道府県知事等の意見書（原本）(*5)【必須】 

(*5)意見書の入手には時間を要します。10 月 20 日頃までを目安に所管部門に意見書の交付申請を

してください。 

ウ 申請する団体の定款又は寄附行為（写し）(*6)【必須】 

エ 2014(平成 26)年度申請団体収支決算書（写し）(*6)(*7)【必須】 

オ 2015(平成 27)年度申請団体収支予算書（写し） (*7)【必須】 

(*6)ウ、エについては、NPO 法人の場合は、内閣府 NPO 法人ポータルサイト（https://www.npo-

homepage.go.jp/portalsite.html）に法人掲載資料として掲載されていること、また、NPO 法

人以外の団体の場合は、自団体のホームページ等に掲載されていることが望まれます。 

(*7)エ、オについては、NPO 法人の場合は NPO 法人会計基準に、一般社団・財団法人、公益社団・

財団法人の場合は公益法人会計基準に、また、社会福祉法人の場合は社会福祉法人会計基準に

準拠していることが望まれます。 

カ 必要な見積書（写し）（複数の業者からの見積書を添付してください。）【必須】 

キ 郵便はがき【必須】 

  申請書類を受領した旨を事務局より通知いたしますので、配分申請書 P.1「実施責

任者」の連絡先（住所）・氏名を宛名面に記載してください。 

ク 申請団体を紹介したパンフレット等（作成している場合） 

ケ その他必要な補助資料（審査で必要な内容は必ず配分申請書に記載してくださ

活動・ 

一般 

活動・ 

ﾁｬﾚﾝｼﾞ 

施設 

改修 

機器 

購入 

車両 

購入 

東日本大震災

被災者救助等
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い。） 

※ 以下の資料は、該当する申請のみ必ず提出していただく資料です。 

コ 改修施設の図面及び改修箇所の写真等、施設改修を行う内容が具体的に分かる資料 

  写真を添付する場合、写真の裏に団体名を記入しＡ４用紙に貼付して提出してくだ

さい（Ａ４用紙への直接印刷・コピーも可。）。Ａ４用紙に複数枚の写真を貼付又は

印刷していただいてかまいません。写真を貼付又は印刷したＡ４用紙は２枚（２ペー

ジ）までとします。 

サ 改修する施設が借用施設であるときは当該施設の貸与契約書（写し） 

シ 文化財の保護事業の申請の場合は配分対象物が文化財指定を受けていることが分か

る登録証明書等（写し） 
 

(4) 繰越剰余金 

 配分申請書 P.1 の「繰越剰余金」の記載欄は、直近の決算書に記載された法人全体の

次期繰越剰余金額を記載してください。法人が準拠している会計基準により、「次期繰

越活動収支差額」、「次期繰越収支差額」、「次期繰越正味財産額」、「期末正味財産

合計額」、「正味財産期末残高」、「翌年度繰越消費収入(支出)超過額」、「翌年度繰

越収支差額」、「正味財産合計」、「正味財産額」という用語で決算書に記載されてい

ます。 

 

表６ 会計基準ごとの金額を記載すべき箇所 

準拠する会計基準 書類名 金額を記載すべき箇所 

社会福祉法人会計基準(旧) 事業活動収支計算書 次期繰越活動収支差額 

社会福祉法人会計基準(新) 事業活動計算書 次期繰越活動収支差額 

特定非営利活動法人会計基準(旧) 収支計算書 次期繰越収支差額 

特定非営利活動法人会計基準(新) 活動計算書 次期繰越正味財産額 

公益法人会計基準 正味財産増減計算書 期末正味財産合計額 

又は 

正味財産期末残高 

学校法人会計基準(旧) 消費収支計算書 翌年度繰越消費収入(支出)超

過額 

学校法人会計基準(新) 事業活動収支計算書 翌年度繰越収支差額 

なお、上記「準拠する会計基準」全てについて、貸借対照表の「正味財産合計」又は

「正味財産額」の箇所に記載された金額が、会計基準ごとに対応する上記「金額を記載

すべき箇所」に記載された金額と一致します。 

 

(*8)社会福祉法人会計基準は、「社会福祉法人会計基準の制定について」(2011 年 7 月 27 日厚生労働省雇

用均等・児童家庭局長、社会援護局長連名通知)による基準を(新)、それより前の基準を(旧)としていま

す。 

特定非営利活動法人会計基準は、「『NPO 法人会計基準』の一部改正について」(2011 年 11 月 20 日

NPO 法人会計基準協議会)による改正後の基準を(新)、改正前の基準を(旧)としています。 

学校法人会計基準は、「学校法人会計基準の一部を改正する省令」(2013 年 4 月 22 日文部科学省令第

15 号) による改正後の基準を(新)、改正前の基準を(旧)としています。 
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  上記以外の会計基準に準拠している等により、記載すべき金額が不明等の場合は、

「14.お問合せ」をご参照の上、お問合せください。 

(5) よく利用する郵便局 

 配分申請書 P.3 において、よく利用する郵便局の記載欄にご記載いただいた郵便局か

ら連絡等を行うことがありますので、ご了承ください。 
 

(6) 提出先及び提出方法 

 申請書類は下記の提出先宛、必ず受付期間内に郵送してください。 

 配分申請書は折り曲げずに、そのまま入る封筒を使用し、特定記録郵便又は簡易書留

郵便にてお送りください。 

 なお、申請に必要な書類が全てそろっていることを必ず確認の上、提出してください。 

 特に「意見書」は必須ですので、入手のための余裕期間（おおむね２週間以上）を考

慮してご準備ください。 
 

（申請書類の提出先） 

郵便番号 100-8798 

東京都千代田区霞が関一丁目３番２号 

日本郵便株式会社 総務部 環境・社会貢献室 年賀寄附金事務局 

（※封筒表面に「申請書在中」と朱書きで明記してください。） 
 

受付期間は 2015(平成 27)年 9 月 14 日（月）から 2015(平成 27)年 11 月 13 日（金）（当日消印有効）まで

です。 

消印（差出）が 2015(平成 27)年 11 月 14 日（土）以降の応募については、理由のいかんにかかわらず受理で

きません。 
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 ８．申請事業に期待する項目及び優先度合い（審査のポイント）   
 

(1) 申請事業に期待する項目 

ア 先駆性（先駆性が高く発展性のある事業） 

  従来から行われている事業をそのまま実施するのではなく、従来の考え方にとらわ

れない新たな取組又は事業プロセスの新たな改善等を行う事業であり、他の団体でも

今後実施される等の発展性のあるもの。 

イ 社会性（社会的ニーズとその社会的波及効果の高い事業） 

  大きな社会的課題となっているもの又は必要とされながら従来行われていなかった

もの等の社会的要請・ニーズを充足する事業であり、その事業が実施されることによ

り、他でも同様の事業が実施されやすくなる等の波及効果が高いもの。事業を実施す

る者の事業の効率性や安全性が向上するものも含む。 

ウ 実現性（事業計画が明確化され、実現性が高く継続・発展が見込める事業） 

  事業は具体的に計画され、１年間の事業内容として団体の事業規模・収支規模に対

して適切であり、事業実施のための人員配置・自己負担金・運転資金の調達が準備さ

れ、事業の成果目標が定量的・定性的に明確化され、今回の事業につながる過去の蓄

積を持ち、実現性が高く継続・発展が見込めるもの。 

エ 緊急性（緊急性の高い事業） 

  ここ１年間の事業年度内に実施する必要性が高いもの。 
 

※ 施設改修や機器購入については、単なる老朽化による改修・購入よりも新規事業の

実施及び事業の拡大等に伴う改修・購入並びに事故や天災などに伴う改修・購入の方

が高く評価されます。 

※ 上記(1)ア～エの４項目については、審査の際に重要な判断材料となる項目です。

配分申請書には、団体の事業全体についてではなく、申請される事業内容について、

ご記載ください。 
 

(2) 定量的条件の配慮 

  上記(1)の期待する項目に加えて、以下の定量的条件が優先順位に加味されます。 

ア 年賀寄附金申請額がより小さい方を優先（できる限り多くの団体に配分するため） 

イ 申請事業の事業総額に占める自己負担金の割合が高い方を優先（事業の実施に向け

て自己努力意識や準備の高い団体、自己負担割合が 10％以上であることを期待しま

す。） 

ウ 団体の前年度決算における繰越剰余金額がより小さい方を優先（財政状況が厳しく

配分の必要性がより高い団体） 

※ 審査に当たっては、上記(1)及び(2)を踏まえて総合的に判定いたします。 
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 ９．配分の決定と通知の時期  
 

(1) 年賀寄附金配分団体及び配分額は、社外有識者による審査委員会において審査の上、

総務大臣の認可を受けて決定いたします。 

(2) 配分団体・配分額の決定は 2016(平成 28)年 3 月末を予定しています。 

  決定後、申請された団体には、採否結果を書面にてお知らせするとともに、配分団体

名、代表者名、住所、事業概要、配分額等を当社ホームページ等で公表いたします。 

(3) 審査の結果、申請額を減額査定し配分金額を決定することがあります。 

 

 10．申請事業の実施  
 

(1) 配分決定の時期は申請時から半年ほど経過し、その間に状況の変化もあると考えられ

ますので、配分決定した内容に基づき、事業計画を再確認していただきます。見積りを

再度取り、現状に即した「事業実施計画書」を作成し、提出していただき、これに基づ

き事業を実施していただくこととなります。 

  なお、申請内容に基づき、審査・決定をしていますので、原則としてその内容を変え

ることはできません。 

(2) 配分決定後の事業計画の見直し及び事業終了時において、事業費総額が減少した場合

は、その差額分だけ配分決定金額から減額いたします。自己負担金額の減額はできませ

ん。減少した金額分を返納していただくことがあります。また、事業費総額が逆に増加

した場合であっても、配分額は増額になりませんので、増額分を自己負担していただく

こととなります。これらについてあらかじめご了承ください。 

(3) 年賀寄附金は事業の終了月の月末に団体が指定した金融機関口座宛に送金します。た

だし、活動・一般プログラム、活動・チャレンジプログラム及び東日本大震災の被災者

救助・予防（復興）については、事業開始月の月末に送金することも可能です。 

 

 11．年賀寄附金配分事業の表示  
 

 年賀寄附金配分を受けて実施した事業においては、購入物件のある場合はその物件へ、

冊子・チラシを調製したときはその冊子・チラシへ、その他の場合は何らかの方法をもっ

て年賀寄附金配分事業により実施した旨の表示をしていただきます（詳細につきましては

配分決定後、実施計画書を作成していただく際にご説明いたします。）。 

 なお、年賀寄附金配分を受けて実施した事業につき機関誌等へ掲載する場合も、「日本

郵便株式会社から年賀寄附金配分を受けました」等の記述をお願いします。 

 ※ 当社ホームページ等に掲載されている当社ロゴマークのご使用に際しては、必ず事

前に年賀寄附金事務局へご相談ください。 

 

 12．事業終了時  
 

 事業の終了時には「事業完了会計報告書」を作成していただき、事業の終了月の翌月末

までに提出していただきます。 
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 13．監査及び評価  
 

 年賀寄附金を受けて実施された事業が適正に実施されたか、事業のその後はどうなった

のか等を確認するため、法律により監査が義務付けられています。日本郵便株式会社社員

がお伺いし、実地で監査を行います。 

 また、事業の完了後、「事業成果報告・自己評価書」を提出していただき、評価委員会

による評価を行います。その際、ヒアリング調査を行うことがあります。ご協力をお願い

します。 

 なお、優れた成果を残された団体については、その事業を広くＰＲさせていただくこと

がありますので、あらかじめご了承願います。 

 

 14．お問合せ  
 

(1) 関係情報の掲載 

  年賀寄附金ホームページ等において関係情報を掲載していますので、ご参照ください。 

 ・年賀寄附金ホームページ（ http://www.post.japanpost.jp/kifu/ ） 

 ・郵便ＣＳＲブログ（ http://blog.post.japanpost.jp/csr/ ） 
 

(2) お問合せの多い質問と回答の掲載 

  お問合せの多い質問と回答を掲載していますので、お問合せいただく前にご参照くだ

さい。 

 ・年賀寄附金Ｑ＆Ａ（ http://blog.post.japanpost.jp/csr/2012/06/120620qa.html ） 
 

(3) お問合せ及び申請相談 

  年賀寄附金ホームページに「お問合せ用フォーマット」を用意しております。必要事

項を入力の上、ご照会ください。後日、メールにより回答いたします。 

 ・年賀寄附金に関するお問合せ 

  （ https://www.post.japanpost.jp/question/contact_us/csrmail.html ） 

 ・電話でのお問合せは、お急ぎの場合のみ、以下の電話番号へご連絡ください。 

  年賀寄附金事務局 03-3504-4401（受付時間：平日 10 時～12 時及び 13 時～17 時） 

 

 15．その他ご注意  
 

(1) 審査の過程において、年賀寄附金事務局から申請事業内容等の確認のため、配分申請

書に記載されている実施責任者に連絡させていただく場合があります。 
 

(2) お送りいただきました申請書類等は返却いたしませんのであらかじめご了承ください。 
 

(3) 選考内容、採否の理由に関するお問合せには一切お答えできません。 

 

 以 上 
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 年賀寄附金配分事業の流れ（予定）  
 

 

(1) この配分申請要領をよくお読みいただき、申請に必要な配分申請

書を入手してください。 

(2) 団体の活動内容に照らして申請する内容を検討していただき、こ

の配分申請要領に記載された条件、審査に当たって重点考慮される

事項等を踏まえて、配分申請書を作成してください。 

 

  申請に必要な書類をそろえて、申請書類を折り曲げずに入る封筒

をご使用いただき特定記録郵便又は簡易書留郵便にてお送りくださ

い。受付期間は 2015(平成 27)年 9 月 14 日（月）から 2015(平成 27)

年 11 月 13 日（金）（当日消印有効）までです。 

  消印が 2015(平成 27)年 11 月 14 日（土）以降の応募については、

理由のいかんにかかわらず受理できません。 
 

  事務局は、申請書類を確認の上、同封いただいた「はがき」に申

請書類を受け付けた旨の表示をして送付いたします。 

  2015(平成 27)年 11 月 27 日（金）までに「受付確認はがき」が届

かない場合には事務局へお問合せください。 

 
 2015 年 12 月～ 

2016 年 2 月中旬 

 
 
 

 

 2 月下旬 

 
 
 

 

 3 月下旬 
 
 

  
                                                 

 

 3 月末日 

 郵便でお知らせする 

 とともに当社ホーム 

ページに掲載 
 

 

 4 月下旬を期限 

 
 

 
 
 
 
※ 太線（    ）で囲んである事柄は、団体で行っていただくものです。 
 
 
 
 

 

配分申請書の提出 

 

受付確認はがきの受領 

 

配分団体の決定通知 

 

実施計画書の提出 

申請事業の実施 

 

審  査 
審査委員会の審査、 

日本郵便株式会社決定 

 

情報通信行政・郵政 

行政審議会諮問答申 

総務大臣から認可 

年賀寄附金の送金 

事業完了会計報告書の

提出 

自己評価書の提出 

 

ヒアリング評価 

及び実地監査 

 

総務省への認可申請 

 

申請事業の検討・ 

配分申請書の作成・ 

大臣又は都道府県知事

の意見書の入手 

配分決定通知後～
2017 年 3 月 

各月末 
（原則事業の終了月） 

申請事業完了月の
翌月末日を期限 

2017 年 6 月以降 

2017 年 4 月以降 



 

２７ 

別冊 
2016(平成 28)年度 年賀寄附金配分事業 

活動分野配分対象経費基準 
 

 本資料は、年賀寄附金配分事業のうち、活動・一般プログラム、活動・チャレンジプログ

ラム及び東日本大震災被災者救助・予防（復興）の各分野の活動の経費項目に関する基準等

を定めたものです。 

 上記の３分野の申請を行おうとする団体の方は、下記各項の範囲内で事業内容を検討して

ください。 

 
 

【重要事項】 

①各項目に記載された配分対象経費以外の経費は、配分申請書の経費内訳に記載できません。

②活動･一般プログラム及び活動・チャレンジプログラムについては、活動を行う上での物品
等の購入は差し支えありませんが、施設改修又は車両購入に該当するものを活動に含めるこ
とはできません。 

③申請された経費は審査の段階で査定することがあります。 

④領収書の額面が 20 万円以上になると想定される経費は、複数の業者からの見積り、又は入
札としていただきます。配分申請書へは複数の業者からの見積書を添付してください。 

 なお、これには謝金・旅費交通費・会議費・会場借料・賃金は除きます。また、公共的な料
金は料金表を添付してください。 

⑤団体維持のための経常的経費は対象外です。申請する事業に係る固有の経費のみが対象とな
ります。配分決定後、団体の経常的経費であることが判明した場合は配分金を返還していた
だきますのでご注意ください。 

⑥記載内容については事務局からお問合せ・査定等の連絡をすることがあります。 
 

 

 １ 謝 金  

 

・申請事業において構築された委員会への委員の出席、現地調査、講師のセミナー

講演等、原稿執筆者の執筆等への謝金 

・医師・看護師等専門職の臨時雇用 

・その他謝金（翻訳、通訳等は「12 雑役務費」に計上してください。） 

・申請団体の役職員へは謝金は支出できません。ただし、非常勤役員で特に専門性

の高い役員への謝金を支払う必要があるときは理由書を添付してください。 

 

 ２ 旅費交通費  

 

・講師・委員・事務局員等の会議開催場所・イベント開催場所への移動に要する実

費経費、宿泊費実費 

・駐車場料金、ガソリン代、有料道路通行料金、他の交通手段の無い場合又は他の

交通手段の料金よりも安価な場合のレンタカー代・タクシー代等 

・宿泊料金は高価（おおむね１万円を上限とします。）でないこと、また、宿泊の

場合の食事代は対象外とします（食費込み宿泊費以外の選択肢がない等、食事代

を分離できない場合を除きます。）。 
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 ３ 会議費  

 

・会議時の簡素な茶菓及び弁当程度の簡素な食事の購入に要する経費 

・アルコール類の提供や申請団体スタッフのみの打合せ会合等の経費は対象外です。 

 

 ４ 会場借料  

 

・委員会・研修会・イベント等での会場借上料、音響設備使用料等 

・申請団体が所有する、又は経常的に賃借する施設や事務所の使用料は対象外です。

ただし、団体が有償で貸し出す、又は利用する施設であって、かつ料金表が外部

に明示されているものは対象とすることができます。 

 

 ５ 借料損料  

 

・物品の借り上げ経費（レンタル料・リース料等）及びこれに伴う運搬経費・設置

調整費等 

 

 ６ 印刷製本費  

 

・チラシ・ポスター・報告書・封筒等の印刷経費 

・コピー代、用紙・インク等印刷に係る消耗品 

・レイアウト・デザイン等費用は印刷製本費 

・折込広告等の広告作成費等は一括して「８ 広告宣伝費」に計上してください。 

・報告書等の原案作成・原稿執筆経費等は「13 委託費」に計上し、印刷経費を含

む報告書作成経費等と記載してください。 

・個人的執筆は「１ 謝金」に計上してください。 

 

 ７ 通信運搬費  

 

・申請事業に関る郵送料、電話料、サーバー使用料等、機材等運搬経費（貨物運搬

用レンタカー代、駐車場料金、有料道路料金、実際の走行分のガソリン代等） 

・申請事業以外の費用と混在しており、申請事業分のみが分離できないものは全体

を対象外とします。 

 

８ 広告宣伝費  

 

・イベント等を行う際の周知のためのメディア掲載等の経費 

（例）折込広告費、新聞・雑誌等への広告料等（そのための企画料・原稿作成料・

印刷経費等含みます。） 



 

２９ 

 

 ９ 消耗品費  

 

・１件 10 万円未満の機器・材料費 

（例）文具・用紙・記録媒体・封筒購入、10 万円未満のコンピュータソフト、資料

用・講習会研修会用教材・書籍、調理実習用材料費等 

・申請事業に使用が限定できない一般的事務用機材や事務用品等は対象外とします。 

 ただし、特に必要とする場合は理由書を添付してください。 

 

 10 什器備品費  

 

・1 件 10 万円を超える機器は什器備品費とします。 

・申請事業に使用が限定できない什器備品、また、団体の経常活動に使用する一般

的事務機材等は対象外とします。ただし、特にこのような機材を必要とする場合

は理由書を添付してください。 

 

 11 賃 金  

 

・申請事業の実施に必要な臨時雇用者（パート、アルバイト）の賃金及び通勤費 

・申請団体役職員であるが、その者が団体の定常業務を離れて、申請事業に従事す

る場合には、申請事業に従事する実勤務時間数に対して賃金を計上することがで

きます。完了会計報告では、これらに関して次のことが記載された資料を併せて

提出してください。 

① 支給対象者氏名 

② 時給額、総勤務時間数、支給総額 

③ 申請事業の業務に携わった日時と時間数及び業務内容（業務日誌等） 

④ 社会保険料等の団体負担分や通勤費等は、申請事業の勤務時間比率により

按分することができます（その際は積算根拠を明らかにしてください）。 

なお、通勤費以外の交通費は「２ 旅費交通費」に計上してください。 

・時給額は時間当たり 1,000 円程度までとします。また、査定することがあります。 

 

 12 雑役務費  

 

・通訳・翻訳・手話通訳・要約筆記・預かり保育・議事録作成・ピアノ調律等の専

門的業務を専門家や専門機関等に依頼する経費 

・雑役務費は査定することがあります。特に市場価格を超えると思われる場合は理

由書を添付してください。 



 

３０ 

 

 13 委託費  

 

・事業の一部を外部に発注するもの。 

（例）調査・分析業務、報告書原案の作成、イベントに関する外部委託、コンピュ

ータソフトやホームページ制作、文化財等修復委託費 

 ただし、申請事業の企画・立案・実行等の全てを外部発注することはできません。 

 

 14 その他  

 

・上記１～13 項のいずれにも該当しない費用 

 （例）振込手数料、収入印紙等租税公課、イベント参加者の保険料・入場料等 

・活動・一般プログラムでカーボン・オフセット・クレジットの購入を含む場合の

クレジットは、J-VER、国内クレジット及び J-クレジットの３種類とします。その

場合、適宜、次の項目を配分申請書の「活動事業費の内訳」に記載するとともに、

クレジット提供事業者の発行する見積書を添付してください。 

－クレジット提供事業者（事業者名、担当者名、連絡先電話番号等） 

－クレジットについて 

・クレジット種別、プロジェクト名称、クレジット登録番号、 

無効化予定時期（年月） 

・単価（円／tCO2e） 

・総量（tCO2e） 

・総額（円） 

 

                                  以 上 
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